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【要旨】 

ゴム引布を利用したゴム引布製起伏堰（ゴム堰）とゴム袋体支持式鋼製起伏堰（ＳＲ堰）は、設置の施工性や

維持管理の容易さ、コスト面の優位性から農業用途として広く普及しており、治水においても、いくつかの整備

局では大型の堰にも利用されている。最近では設置後、20 年以上経った施設が増えており、老朽化による劣化損

傷の発生により使用上問題となる事例がみられる。施設は多様な現場環境下で使用され、様々な損傷が発生して

いるが、老朽化に伴うゴム袋体の性能評価方法や維持管理の方法、施設の運用方法が十分確立されていないのが

現状で、損傷があっても機能回復できないことが堰の機能を低下させ、事故のリスクも改善することができなく

なっている。 

本研究では、各施設の実態調査を踏まえ、ゴム引布の長期性能評価手法、効果的な損傷の点検・補修・運用方

法について提案を行うものである。 

キーワード：ゴム堰、SR 堰、ゴム袋体、維持管理、状態監視、クリープ特性

 

 

 

1．はじめに  

ゴム引布を利用したゴム堰とＳＲ堰は、いずれも

ゴム袋体を有する堰であり、設置の施工性や維持管

理の容易さ、コスト面の優位性から農業などの利水

用途として広く普及し、設計要領の整備などによっ

て治水にまでその普及が進んでいる。特にゴム堰（写

真－1.1）は、国内で約 3,700 箇所と広く普及してい

る。一方、近年は設置後数十年経過しているものが

増えており老朽化の進行が顕著なものも増えている。 

ゴム引布は、ゴムと強度部材である繊維の重層複

合材料であり、大型のゴム袋体を製造する場合、複

数のゴム引布を接合して製造することが多い。各製

造者により、袋体の製造方法や材料物性は一様では

ない。このため、ゴム袋体の劣化や損傷は、製造者

や製造方法毎に多少の違いがあり、また多様な使用

環境にその特徴も異なり、それぞれに合わせた対応

が必要となっている。しかし、老朽化に伴うゴム引

布の性能評価方法や維持管理の方法、施設の運用方

法が十分確立されておらず、現場での定まった対応

方法がないのが現状である。 

本研究では、各施設の実態調査を踏まえ、ゴム引

布の長期性能評価手法、効果的な損傷の点検・補修・

運用方法について検討を行ったので報告する。 

 

      写真－1.1 ゴム堰全景写真 

2．実態調査  

2．1 調査方法 

 ゴム堰の実態を把握するため、①施設設置状況、

②設置規模、③用途、④構造と機能、⑤ゴム袋体の

構成、⑥損傷事例に関する調査を行った。 

調査方法としては関係業界団体へのヒアリング、

国土交通省へのアンケート調査の他、不具合報告の

あったゴム堰の一部に対しては、現地調査も行った。 



2．2 施設設置状況 

ゴム堰は、平成 25 年 7 月時点、国内で約 3,700 箇

所以上設置されており、設置から 20～30 年経過した

ものが増加し、施設の老朽化が顕著である(図－2.1)。 

 

     図－2.1 ゴム堰設置年の推移 

2．3 設備規模 

ゴム堰の設備規模を把握するため、国土交通省が

管理しているゴム堰について、平成 26 年度時点の堰

径間長及び堰高の門数分布を図－2.2 と図－2.3 に

示す。径間長の分布は 20m 以下と 30m 以上に２分

している。一方、堰高の分布は 2～3m が多数を占め

ている。 

 
図－2.2 堰径間長の分布 

 

図－2.3 堰高の分布 

2．4 ゴム堰の用途 

 ゴム堰の大半の用途は農業灌漑であり、次いで防

潮、発電、上下水道、浄化等の利水用である。また、

治水用では河川流水管理、洪水調節、遊水池への河

川水の貯留、排水機場の閉塞防止のためのガタ土堰

き止めなどの実績がある。 

2．5 ゴム堰の構造と機能 

 ゴム堰は、ゴム引布により製作された円筒状構造

体（ゴム袋体）を河床のコンクリート基礎（床版）

上及び紡錘状の両端面を堰柱壁に固定し水流を受け

止める構造である（図－2.4）。袋体内部には媒体（空

気が一般的であるが水の場合もある）を充填し膨ら

ませ水圧に対抗している。媒体の注入又は排出によ

り堰の起立及び倒伏が可能である。また、流れによ

る堰全体の振動防止の観点から、下流側上方中間部

にフィンを装備する場合がある。大型の一部のもの

では点検等のため袋体内部への進入が可能なものも 

ある。なお、堰に向かって横断方向を径間方向、円

筒面に沿う方向を周方向と呼ぶ。 

 
図－2.4 ゴム堰の模式図             

2．6 ゴム袋体の構成 

ゴム袋体（図－2.5）はゴム引布から作られる。ゴ

ム引布の外層材は当初、CR（クロロプレンゴム）で

あったが、平成以降は耐候性に優れた EPDM（エチ

レン・プロピレン・ジエンゴム）が主流となってい

る。一方、内層材にはナイロン製の補強繊維（織布

又は帆布とも呼ぶ）が使用される。これらを複合積

層構造とし熱と圧力による化学反応（熱加硫処理）

で、一体成型したものがゴム引布である。なお、ゴ

ム引布の強度は、ゴムではなく補強繊維に大きく依

存している。製造設備の制約の関係で、堰の規模に

よりゴム袋体には接合部が発生する（図－2.6）。 

接合部は織布又はゴム引布単位の継目であり、強

度的な不連続点となる。そこで、ゴム引布全体の強

度を担保するため、この弱点を補完する積層数で製

造される。また、この接合部は堰により、横断方向

や周方向のものがある。ゴム袋体は、河川の流れの

中にあり越流時は相応の水流、水圧、土砂流入に曝

される。一方、非越流時には露出面が太陽熱や紫外

線を浴びるなどの外的環境負荷を受ける。また、内

圧の変化や起伏・倒伏などによる繰返し応力を長期

的に受けることになり、ゴム袋体への負担は大きい。 
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H25 年 7 月 ダム堰施設協会調べ

設置後 20 年以上経過← 



 
図－2.5 ゴム袋体断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－2.6 ゴム引布接合部の例 

2．7  損傷事例 

 過去におけるゴム袋体を主体とする特徴的な損傷 

事例について、損傷分類、発生時期、損傷状況、発

生原因を表－2.1 のとおり整理、分類した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内層ゴム

外層ゴム

周方向補強繊維（4層）

径間方向補強繊維（2層）

接合面

表－2.1  ｺﾞﾑ袋体損傷分類と発生原因



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3．ゴム引布の長期性能評価 

3．1 ゴム袋体の損傷形態の分類 

図－3.1 に主に国土交通省所管のゴム堰の損傷事

例を調査し整理したゴム袋体に生じ得る故障モード

の分類を示す。ゴム袋体は、ゴム引布を袋状に形成

したもので、ゴム引布はナイロン等の繊維を強度材

とし、それをゴムで被覆・補強した複合材である。

本研究では、ゴム引布の静的強度特性、クリープ特

性および疲労強度について検討を行った。 

 
図－3.1 ゴム袋体の故障モード例 

3．2 余寿命予測手法 

 袋体のいくつかの損傷モードのうちで、クリープ

損傷と疲労損傷が関係するものに注目し、それらの

破壊モードにより袋体が損傷する場合の余寿命予測

方法を考える。クリープ・疲労相互作用を受ける材

料の余寿命を推定する最も簡単な方法として、ク

リープ損傷 と疲労損傷 の線形和が 1 に達したとき

に破損するとする線形累積損傷則に基づく方法があ

る。 

    

       (1) 

 

 クリープ損傷 はクリープ損傷寿命 tr に対するそ

の状態におかれる時間Δt の比の総和である。疲労

損傷 は一定ひずみ振幅下の疲労寿命Nf に対する実

際の繰返し数 N の比の総和である。条件によっては

損傷の線形和が 1 にならない場合があるので適切な

安全係数を設定した線形損傷則が用いられる。 

図－3.2 に実機のひずみ量を測定し、クリープ破断

線図等を用いることで、ゴム袋体の余寿命を予測す

る手法のフローを示す。本研究では、まず実機の袋

体のひずみ量について現地調査を行った。その結果

を引張試験より求めた応力－ひずみ関係と比較し、

ゴム引布に作用する実働応力を予測した。さらに、

実験によりゴム引布クリープ破断線図を求め、余寿

命予測手法の開発を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.2 余寿命予測手法のフロー 

3．3 ゴム袋体ひずみ量現地調査 

1） 内部からのひずみ量計測 

   累積損傷則のクリープに依る損傷度を検討す 

るうえで、実際のゴム袋体に発生している実働応

力を求めることが必要である。そのため、実際の

ゴム袋体の変形を知り、既知の引布の弾性率等を

用いた換算により実働応力を推定するために袋体

のひずみを測定した。調査を行った堰の緒元は、

完成年 1988 年、径間 42.1m、堰高 2.3m、ナイロ

ン織布層数 3ply+1、ゴム引布の設計強度 430N/mm、

袋体メーカー：A 社であった。 

2） 内部からのひずみ量計測結果 

   対象のゴム堰は袋体内部への立ち入りが可能で

あることから、袋体内部に入り、図－3.3 に示す

ようにマーカーペンにより袋体の表面に 10mm間

隔で全 80mm 間に印をつけ、ゴム袋体の起立時と

倒伏時の変位量を定規により測定し、ゴム引布の

ひずみを求めた。図－3.4 に測定結果を示す。各

部位とも袋体の断面円周方向でのひずみを示して

いる。この結果、測定した個所において円周方向

に約 1～3%程度のひずみが生じていることがわ

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.3 袋体内表面、変位量測定マーキング 
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図－3.4 袋体内表面、変位量測定結果 

3） 外部表面のひずみ測定 

   ゴム袋体外部表面のゴム引布の起立/倒伏時の

ひずみ量の調査を行った。調査を行った堰の緒元

は、完成年 1987 年、径間 22.1 m、堰高 2.1 m、 

ナイロン織布層数 3ply、ゴム引布の設計強度 421 

N/mm、袋体メーカー：B 社であった。図－3.5、

図－3.6 に袋体のひずみ測定箇所について示す。 

 表－3.1 に測定箇所の緒元と測定条件およびそれ

より算出した各箇所のひずみ量を示す。図－3.7

に各箇所の袋体周方向および長手方向のひずみ量

の比較図を示す。測定は(1)～(7)の 7 カ所で行い、

(3)と(5)は袋体の縦継ぎの接合部である。なお、ゴ

ム袋体の起立時の圧力は 0.28 kg/cm2であった。  

4） 外部表面のひずみ測定結果 

  表－3.1 の予想概算応力はフックの法則を用い

平面応力状態を仮定して概算した。その際に、ゴ

ム引布の伸びは微小変形域と考え、線形の物性値

としてヤング率 E を 1052.5 N/mm、ポアソン比を

0.3 として計算した。なお、このヤング率はゴム引

布の設計基準強度から換算した値で、非線形性を

有すゴム引布の実際のヤング率より剛となること

を想定した上で、実働応力の概算を行っている。 

  これらの結果、ひずみ量は-0.8~4.1%程度である

ことがわかり、参考文献 1)で行われた比較的新し   

いゴム堰袋体の現地ひずみ量測定結果と同じ

オーダであることがわかった。 

  表－3.1 の赤字で示した箇所はひずみ量が圧縮

となった箇所である。接合部に関して測定した個

所は 2 箇所と少ないが、袋体が起立した際に長手

方向に圧縮される場合があることがわかった。 

 これらの値から、測定した箇所において異常なひ

ずみは見られなかったと考えられる。これらの結

果を踏まえ、図－3.2 で示した余寿命予測手法を

検討する。 

表－3.1 ひずみ測定条件と結果一覧 

 

 

 

図－3.5 ゴム袋体外表面変位量測定時のマーキング 

 

図－3.6 袋体外表面、変位量測定マーキング 

 

図－3.7 外部表面のひずみ量比較 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．4 ゴム引布の静的強度特性 

1） 静的強度試験 

  ゴム引布の静的強度特性について検討するため、

ゴム引布の単軸引張試験を行った。今回、設計強

度 500 N/mm、繊維層数 3+1ply、ゴム種別:EPDM、

厚さ約 14 mm のゴム引布を用い、ダンベル形状の

JIS-A 型試験片にて引張試験を行った。実際のゴ

ム堰は、ゴム引布が水環境下に置かれ、表面ゴム

の摩耗などがあった場合には繊維層に水が浸入す

ることも考えられる。このため、乾燥状態と繊維

に実際より十分に水を含ませた湿潤状態の試験片

を用意し、それぞれの特性を比較することとした。  

2） 静的強度試験結果 

  静的試験片は大別すると、ゴム引布が製造時に

加熱加硫により接合され繊維の切れ目を有す強度

的な弱点箇所となる接合部と、それ以外の強度材

繊維が連続する中間部の 2 種である。試験条件は

乾燥状態の Dry と、真空引きにより繊維を十分に

含水させた Wet を用意し、それぞれを比較した。

表－3.2 に引張試験の試験条件と得られた引張強

度と伸び等についての結果一覧を示す。 

図－3.8 に引張強度の比較図を示す。これらより、

Dry に比べ Wet では約 10%ほど破断強度が下がる

傾向が見られた。破断時の伸びについては、表 3.2

から Dry に比べ Wet では約 5～18％低下したこと

がわかる。これらの結果について、Wet 時のゴム

引布の強度の低下は、文献 2)が示す水分を含んだ

場合の繊維の引張強度の低下とほぼ同じ割合で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－3.8 引張強度の結果比較 

 

図－3.9  応力ひずみ線図(接合部 4) 

 

あった。 

図－3.9 に接合部 4 の試験結果である応力－ひ

表－3.2 引張試験の試験条件と結果一覧 



ずみ線図の例を示す。この曲線からは材料の塑性

変形と延性破壊の傾向が確認されず、試験したゴ

ム引布では弾性域での破壊傾向が見られた。 

3．5 ゴム引布のクリープ特性 

1) クリープ破断試験 

   式（1）の累積損傷則のクリープ項の決定とゴム

引布の基礎的材料特性の時間依存性を確認するた

めクリープ試験を行った。試験片は前述の単軸引 

張試験で用いたのと同様のA社製ゴム引布サンプ

ルと未使用品の B 社製ゴム引布を用いた。B 社製

ゴム引布の緒元は、設計基準強度 500 N/mm、ナ

イロン繊維層 3 層、ゴムは EPDM である。図－3.10

にクリープ試験に用いた試験片を示す。試験片は

図に示すようなダンベル形状とし、長さは約 500 

mm とした。試験において、試験荷重は設計基準

強度の 40～70％とし、試験環境は室温約 20℃にて

乾燥状態（DRY）と水中（WET）、および水中＋

高温（40℃）の主に 3 条件で実験した。 

2） クリープの破断モード 

  図－3.11に実施したクリープ試験で見られた破 

 

図－3.10 クリープ破断試験片 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壊モードを示す。図－3.11左は繊維が破断する「繊

維破断型」の破壊モードで、単軸引張試験の破壊

モードと同じである。図－3.11 右は繊維間のゴム

界面がせん断力で破壊し繊維層間がはく離する

「せん断はく離型」である。A 社製試験片におい

て、「せん断はく離型」は、単軸引張試験では見ら

れなかったが、接合部のクリープ破断試験ではこ

のモードが出現した。これは、ゴム引布接合部に

おいて、準静的な荷重条件下での損傷形態と、時

間依存型の荷重条件下での形態は異なる場合があ

ることを示唆する。 

3） クリープ破断試験結果 

  図－3.12 にクリープ破断実験より得られたク

リープ破断線図を示す。凡例で、特に表記の無い

ものは A 社製サンプルの結果である。試験片は大

別して①中間部と②接合部であるが、①中間部に

は、繊維が完全に連続しているもの（「中間部」と

表記）と製造上の都合で繊維に切れ目がある部位 

 
図－3.11 クリープ破断のモード 

(左:繊維破断型、右:せん断はく離型) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－3.12 クリ－プ破断線図



（「中間部（繊維継ぎ目）と表記」の二つがある。た

だし、引張試験の結果、「中間部」と「中間部（繊

維継ぎ目）」は同等の強度を持ったため、ここでは

両者を同じ①中間部として考えることとする。 

図－3.12 では、一部のデータ群に近似曲線を示 

 している。横軸の 10000 時間は約 1 年、100000 時 

 間は約 10 年を表す。縦軸は実験時に荷重制御で設 

 定したクリープ応力を各試験片の基準強度で割り 

 標準化したもので、単軸引張強度との割合を示す。 

 この標準化した応力値と近似曲線の外挿部分が交 

 差する点がその荷重でのクリープに対する寿命と 

 なる。A 社の中間部において、DRY と WET を比 

 較すると、わずかに WET の結果が DRY の近似曲 

 線より図下側に位置するが、両者のクリープ破断 

 時間に大きな差がない結果が得られた。しかし、 

 接合部の結果では、DRY（赤丸）と WET（赤 X 

 印）おなじ 0.6 の応力値でクリープ破断時間が 2 

 オーダ程違う結果となっており、水環境でクリー 

 プ強度が低下することが示唆された。接合部の水 

環境についてはデータが少ないので、今後、検討 

が必要と考える。 

  A 社の接合部で DRY と 40℃/WET の結果群を

比較すると、40℃/WET は DRY の大きく下側に位

置し、高温では同一荷重でクリープ破断時間が短

くなることが予想された。ゴム袋体の実際の運用

時には太陽光等によりゴム引布の温度は 40℃以

上の高温になることが確認されている。上で述べ

たように、ゴム袋体の実働応力が引張強度の数

パーセントである場合でも、接合部/40℃/WET の

ような状況で、内部に応力集中が生じている場合

などは、早期に部材が破損することも考えられる。

この結果と高温条件下での破壊メカニズムについ

ては今後慎重に検討を行うことが必要である。 

  実際のゴム堰の想定される実働応力を引張強度 

の 10％以下と仮定した場合、DRY での試験結果

（各中実丸印）はどの条件においても、クリープ破   

断までの余寿命が 30 年以上と推定される。注意点 

として、先に述べたように実働応力が内部応力の 

応力集中等で局部的に高くなる場合も考えられる 

ので、このクリープ破断線図の作製と同時に、ゴ 

ムと繊維のおよびその界面それぞれの正確な内部 

応力の把握も重要である。 

  B 社のサンプルは接合部/DRY であり、その結 

果群は A 社の接合部/DRY の結果と比べると縦軸

方向でおおよそ 1 割ほど上となる結果が得られた。

クリープ時間の増加に対する曲線の傾きはA社と

B 社でほぼ同じ傾向が見られた。  

  ここでは、作成中のクリープ破断線図を示し、

かつ、ゴム引布の様々な環境下でのクリープ特性を

調べた。余寿命予測手法の開発を進めるためにはさ

らにデータを増やし式(1)のクリープ項の精度を高

める必要がある。 

 
図－3.13 ダンベル形状試験片寸法 

 

 

図－3.14 接合部を有すゴム引布 FEM モデル 

 

3．6  有限要素法によるゴム引布の内部応力解析 

1）FEMのための材料モデル化と検証解析 

  ゴム引布の内部応力を確認するため、有限要素

法の材料モデルの構築を行った。後述する実験結

果との比較解析のため、形状モデルは図－3.13 に

示すダンベル形状のクリープ破断試験用の試験片

形状を用いた。今回、構成式に複雑なモデルは用

いず、複合材の応力場等の概要を把握するための

初期解析として線形弾性解析を行った。図－3.14

に接合部を有すゴム引布の FEM モデル形状を示

す。応力の分析は試験片中心付近の評価区間内で

行った。繊維（PA：ポリアミド、ナイロン）とゴ

ム（EPDM：エチレンプロピレンジエンゴム）の

物性は上述の実験値と文献値 3)から、温度 20℃で、



PA：E=570 MPa、ν=0.40、 Ts=169 MPa／EPDM：

E=11.0 MPa、ν=0.49、Ts=11.4 MPa、とした。荷

重は試験片の破断強度の50%応力となるよう長手

方向に 5 kN 相当の力を与え、拘束条件は単軸のク

リープ破断試験と同様としている。 

  図－3.15 に比較用に実施した接合部を有すク

リープ試験片を用いたゴム引布断面の変形確認実

験の様子を示す。試験片には変位確認のため初期

値 10mm 間隔で白線のマーキングを行った。荷重

は解析と同様に 5 kN とした。右図に示すように、

接合部の繊維に継ぎ目があるゴム引布は、載荷後

にゴムと繊維が一様に伸びるのではなく各変位量

に差があり、そのためゴムの一部に大きなせん断

変形が生じていることがわかる。この部分には大

きな応力集中が生じると予想される。図－3.16 に

FEM 解析結果を示す。ここでは、実験と同様に、

載荷後のゴムと繊維の異なる変位量のため繊維継

ぎ目付近の繊維間ゴムに大きなせん断変形が生じ

た。 

図－3.17 に実験と解析の部材変位量の比較を

示す。実験と解析のそれぞれの変位量は中心から

軸方向 6 mm の位置・ノードから算出し、方向は

引張り荷重方向が正である。これより、FEM の変

位量は実験値より小さいことがわかる。Y 軸位置

5～7 mmは左から二本目の継ぎ目がある繊維を示

すが、波形のピーク部の高さからこの部位で、

FEM はせん断変位量約 1 mm である。それに対し

実験は2 mmと解析の約2倍の変形が確認された。

この比較検証より、今回検証を行った荷重条件下

では、本 FEM モデルは実機よりやや剛な特性を

示すことがわかった。図－3.17 には比較のため

行った繊維継ぎ目のないゴム引布を用いた同様の

載荷実験・解析の結果も示している。解析結果（黒

実線）は、設計上の荷重軸が中心軸より紙面左方

向に若干ずれているため、モーメントが発生し変

位が右上がりとなっている。しかし、横軸 15 mm

の端部では実験結果と解析結果の変位はほぼ一致

し、これより同一荷重での試験片と FEM モデル

の繊維の剛性は概ね同じと考える。そのため、図

－3.17 の接合部での実験と解析との変位量の差

異は、ゴムのモデル化の精度に拠るところが大き

いと考える。しかし、ゴム引布の変形傾向は今回

のモデルはよく表している。それらを踏まえたう

えで、下記に示す複合材の内部応力解析を実施し

た。 

 

 

図－3.15FEM モデリングのための 

引張/クリープ試験 

 

 

図－3.16 FEM モデルのコリレーション結果 

 

 

図－3.17 実験と FEM による内部変形量比較結果 
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2）FEM解析結果と内部応力 

 これまでにモデル化した FEM プログラムを用い

て、ゴム引布接合部に生じる応力集中の確認のため

の応力解析を行った。図－3.18～図－3.20 に解析結

果を示す。解析条件は前述の検証解析と同様で、荷

重は軸方向に 5 kN である。各図、左図がゴムの応力

分布を右図が繊維の応

力分布を明示している。 

 図－3.18 は接合部

のない繊維の連続した

部位である。これより、

部材はほぼ一様に変形

していることがわかる。

図－3.19 は接合部の

解析結果である。これ

より、継ぎ目付近のゴ

ムに大きな応力が発生

していることがわかる。

繊維間の変形量の差よ

りゴムに大きなせん断

が生じ、それが要因と

なり応力集中が生じて

いる。この荷重条件化

ではゴムに発生した応

力はゴムの単軸引張り

破断強度の 11 MPa を

超えていないが、荷重

増加、クリープ、部材

の強度低下などが生じ

ると繊維間のゴムは弱

点箇所となりせん断は

く離型破壊が生じる要

因となることが示唆さ

れた。図－3.20 は温度

を 60℃としたときの

解析結果である。60℃

の材料特性は、文献値
3)から、PA：E=228 MPa、

ν=0.40、Ts=68 MPa／

EPDM：E=4.3 MPa、ν

=0.40、Ts=4.7 MPa、で

ある。この場合、ゴム

と繊維とも応力の最大

値は引張破断強度を超

えている。これより、

ゴム引布は高温での扱いに注意が必要と考えられる。

なお、今回の荷重条件は実機での負荷より大きい。

そのため、実際のゴム堰で生じうる 60℃の部材温度

ですぐに構造物が破断するものではないが、クリー

プや劣化が生じた際の部材強度と安全性について以

下に考察する。 

図－3.18 内部応力解析結果（室温、繊維連続部） 

図－3.19 内部応力解析結果（室温、接合部） 

図－3.20 内部応力解析結果（60℃、接合部） 



3） 内部応力の実機に及ぼす影響についての考察 

図－3.18～図－3.20 の結果をもとに、それぞれの

条件下で荷重を変えた場合の内部応力の最大値を図

－3.21 にまとめる。上図は室温での内部応力分析結

果で、上辺は PA および EPDM の引張り破断強度を

示している。接合部のない材料（破線）では荷重を

上げた際に明確に繊維が先に破断することが予想さ

れる。また、対象とした試験片の引張り試験結果は

Ts=500 N/mm で、荷重換算で約 10 kN であり、この

分析結果の繊維破断荷重とよく一致する。そのため、

開発した解析モデルは繊維挙動についてよく表して

いると考える。接合部がある材料（実線）は、ゴム

と繊維の直線の傾きがほぼ同じとなっている。これ

は接部付近でゴムにせん断等で応力集中が生じ、公

応力に比べ内部応力がかなり高くなることを示唆し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.21 中間部と接合部の最大応力の比較および

高温時・劣化時の応力予測 

 

そのため、負荷を大きくした際にゴムと繊維のど

ちらが先に破断するかの明確な違いがないことを示

している。下図は、さらに高温にした際の材料挙動

を示す。ゴム堰実機の実働荷重は単軸引張り強度の

10%程度以下であることが現場調査により予測され

ている 5)。それは今回の場合荷重 1 kN 以下に相当す

る。高温の温度 60℃の場合、破断強度が下がる。さ

らにクリープと経年劣化などを仮定し、強度 30%

減・クリープ変形 50%を加えた条件（degrade と表記）

の場合、破壊荷重が実働荷重域に近づく傾向が示唆

された。 

   ゴム堰の破壊にはクリープの寄与も大きく、その

内部応力の把握が必要で、そのためには、ひずみエ

ネルギー密度関数を用いた構成式での超弾性モデル

やクリープ加えた FEM モデルの構築が有効と考え

る。 

 

4） 有限要素法による内部応力解析のまとめ 

   ゴム堰用ゴム引布の内部応力解析モデルを構築し

解析を行い、ゴム引布の破壊モードと健全性を検討

した結果、下記の知見が得られた。 

（1）複合材であるゴム引布の内部応力を把握するため、

線形解析モデルによる FEMプログラムを構築した。

実験との比較検証解析の結果、開発した FEM モデ

ルは剛性が高く出るものの、部材の応力場・変形の

傾向を示すことができた。 

（2）上記 FEM モデルを用い解析を行った結果、接合

部のゴムに大きな応力集中が確認された。この応力

集中の発生は、ゴム引布のせん断はく離型破壊の要

因となると考える。 

（3）温度が上昇しクリープや経年劣化が加わった際に、

繊維だけでなくゴムの破壊の可能性も高くなること

が示唆された。詳細分析については、FEM モデリン

グの深度化と材料特性把握のための材料実験が必要

である。 

3．7  ゴム袋体の劣化分析 

1） ゴム堰に用いられるゴムの特徴 

   ゴム堰に用いられる代表的なゴム種であるクロロ

プレン(CR)とエチレンプロピレンジエン(EPDM)の

特徴を表－3.3 に示す。 

表－3.3 ゴム袋体用ゴムの特徴 

 
 

   CR は天然ゴムや他の合成ゴムの中でも耐候性、

耐紫外線性、耐熱性をバランス良く持ち、接着性や

加工性を兼ね備えたゴムと言える。一方で EPDM は

耐候性、耐熱性、耐紫外線性などの耐久性が非常に

高く、屋外の厳しい環境で用いられるゴム堰への適

分類 接着性 耐候性 耐熱性 耐紫外線

CR ジエンゴム ◎ ◎ 130℃ ○

EPDM 非ジエンゴム ○ ◎ 150℃ ◎



用性が高いが、接着性に関しては難しい場合もある。

ゴム堰の用途としては開発当初は CR を主に用いて

いたが、徐々に EPDM を主成分としたゴムへと移り

変わっているというのが現状である。これは、水、

オゾン、紫外線、熱などが複合的に劣化の要因とな

るゴム堰の使用環境において、これまでの点検や劣

化診断の指標とされている表層ゴムのクラックの出

現やゴム硬度の変化において EPDM が優れている

ためであると考えられる。 

  CR はジエン型ゴムと呼ばれる C=C の二重結合を

高分子主鎖に有する構造である。一方で EPDM は非

ジエン型ゴムであり、二重結合を側鎖に有する構造

である。二重結合などの不飽和結合はゴムを硬化す

る架橋反応部位として導入されているが、同時に、

劣化の起点となりやすく、高分子主鎖から劣化が始

まるとゴムの特性が失われる影響が大きいと言われ

ている。 

2） 赤外分光分析 

  a） 概要 

   ゴムの劣化進行を解析するための一つの指標

として赤外分光法を用いたカルボニル基や

C=C 二重結合の解析が報告されている 4,5）。そこ

で現地で回収したゴム片に対し、赤外分光分析

を用いて化学構造の変化について調べた。法面

や越流しない堰など長時間高温に晒させる部位

と河床部付近など常時水中環境にある部位を比

較し、劣化がゴム部に生じているかどうかを検

討した。 

b） 方法・材料 

     材料表面やゴム引き布の断面表層の化学構造 

解析をするため減衰全反射(ATR)法を用いた。

ATR 法は球状のダイヤモンドやゲルマニウム

製のクリスタルを試料と接触させ、クリスタル

内部を通る赤外線をクリスタルと試料の界面で

全反射させた時の反射スペクトルを測定する方

法であり、対象表面の微小領域を非破壊で分析

することができる。 

     今回の赤外分光分析では上記の C=C などの

不飽和基は紫外線やオゾンや熱によって、空気

中の酸素や水と反応して C=O になることを利

用し、C=O の吸収スペクトル 1750 cm-1付近に

注目して分析した。分析を試みたサンプルは表

－3.4 の二種類である。どちらも国土交通省の

河川管理に供用しているゴム堰の端部から数セ

ンチ角の分析サンプルを採取し、ATR 法によっ

て赤外分光法によって化学構造を分析した。 

表－3.4 測定したサンプル 

 

 

 

図－3.22 CR 試験片の切り出し例 

 

   供用から28年間経過したCR製のゴム堰(1)から

法面部位と水中に沈んでいる部位二箇所からサン

プルを得た。切り出した試験片の例を図－3.22 に

示す。法面では 1 年を通して越流がないため、高

温になりやすく紫外線や熱の影響が大きいと考え

られる(ゴム硬度 87)。最表層は耐候性顔料を含む

ため黒色のゴムについてゴムの外側から 1〜4 層

を図のように切出し、ATR 法を用いて赤外分光ス

ペクトルを測定した。比較として常に水に浸かっ

ているため熱と紫外線の劣化が少ないと考えられ

る部位(ゴム硬度 82)の第 3 層から採取したサンプ

ルについてのスペクトル測定した。第 4 層はスペ

クトルの形状から別種のゴムが用いられていると

考えられるため破線で示した。 

   供用後 17 年経過した EPDM を主成分としたゴ

ム堰(2)についても同様に法面部位(ゴム硬度78)と

水中部位(ゴム硬度 65)で採取したサンプルから繊

維間のゴムを切出した。各層近傍のゴム部に対し

て ATR 法を用いて赤外分光分析を実施した。 

 

 

 

 

 

 

図－3.23 EPDM 試験片の切出し例 

 

c） 結果 

     CR の結果を図－3.24 に示す。劣化の際に現

れるカルボニル基由来の 1750 cm-1 付近に注目

すると、法面部位の最も表層に近い 1 層目にお

いてわずかに吸収が見られるが、2 層目、3 層目

と吸収は小さくなり、水中部ではほぼ吸収は見

主成分 供用期間(年) ゴム硬度

1 CR 28 82-87

2 EPDM 17 65-78



られない。サンプル採取した堰は表層にクラッ

クが見られ、ゴム硬度が増大しているが、CR

ゴムの劣化による交換の目安となっているゴム

硬度 90 には達しておらず、定期的な点検は必要

であるものの運用には問題ない。今回の赤外分

光分析の結果からも強度を保つ繊維を保護する

ゴム部についても劣化は少ないことが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.24 CR の赤外分光スペクトル例 

 

   続いて EPDM の結果を図－3.25 に示す。

EPDMは最表層のゴム種は内面と同じであった

ので表面に近い場所を 1 層目とし、図－3.23 の

ように 5 層目までの赤外分光スペクトルを比較

した。 

   CR と同様に劣化の際に現れるカルボニル基

由来の 1750 cm-1付近を観察したが、明確なピー

クは検出されなかった。第 3 層、4 層に見られ

る 1590 cm-1 付近にピークが観察できる場合が

あったが、酸化劣化が生じる場合に観測される

のは 1700-1600 cm-1付近に観測されることがあ

る不飽和カルボニルのC=O伸縮振動吸収5)など

には該当しないため、添加剤の可能性がある。5

層目にあたる内面カバーゴムはゴム引布の強度

を保つための層ではないため成分の異なるゴム

である可能性もあり、4 層目から 1 層目までの

ピークの減少が見られるのは劣化防止剤が消費

されている様子である可能性もある。水中部位

と法面部位に大きな差はなかった。いずれにせ

よ、赤外分光分析の結果から EPDM ゴムの劣化

ピークは見られず、供用 17 年では強度を保つ繊

維を保護するゴム部の劣化はほとんどないこと

が示された。 

 

 

図－3.25 EPDM の赤外分光スペクトル例 

 

3） 赤外分光分析結果まとめ 

  赤外分光分析の結果から供用開始から 28 年のCR

製ゴム堰と 17 年の EPDM 製ゴム堰のゴム部の劣化

について分析した。ゴム堰用のゴムの熱や紫外線な

どに対する耐久性は十分に高いことが示された。し

かし、一般にゴム製品は成分が開示されず、主成分

の他にも様々な役割を持つゴムや添加剤が練り混ぜ

られており、EPDM ゴムと記載されていてもメー

カーや製造時期によってその成分は異なる。赤外分

光分析では劣化の指標となるカルボニル基群のピー

ク増大や添加剤と思われるピークの減少から劣化の

診断に寄与できる可能性がある。 

 現場から得られたゴムや新規製作されたゴム、あ

るいは、当てゴムで補修した試験片を温水に浸漬し

て促進劣化させ、供用中のゴム堰での化学劣化に対

する相関についての分析が今後の課題である。 

 

4. 設備の点検・補修方法 

4．1 点検方法 

1） 注意すべき損傷の点検 

ゴム袋体を主体とする損傷実態調査の結果から放

置しておくと重大な損傷に発展しがちな損傷には、

接合部に発生した亀裂や剥離があり、外層ゴム（内

層ゴムの場合もある）から補強繊維達すると強度不

足につながることから、この診断を適正に行うこと

が重要となる。 

この状況が発生するケ－スとして袋体接合部層亀

裂及び袋体ひび割れがある。この点検方法として外

層ゴムに発生した亀裂やひび割れが深さ方向の補強

繊維まで達しているかをノギスのデップスバ－や

デップスゲージで計測し、その深さが使用ゴム引布

の補強繊維深さに達していた場合（傷の方向が必ず



しも垂直ではなく斜めとなるので注意が必要）又は

直接繊維層が目視で確認できる場合は該当となる。

同様のケースに袋体接合部内面剥離がある。このケ

－スでは人間が堰内部に入り、内層ゴム剥離の状況

を上記同様の方法で確認する。剥離の進行が著しく、

剥離が直線的ではなく屈曲しゲージによる測定が困

難な場合は、先端部の細い(5mm 程度)工業用内視鏡

（先端部に照明装備を有しているもの）の使用も試

みる。ただし、予め人間が堰内部に入れる構造となっ

ている堰は数が少なく、このような場合はゴム袋体

の取り付け部を外して開くなどの方法を考える。 

もう一つの要注意ケ－スとして袋体の膨れがある。

このケ－スは、外層ゴムと補強繊維が剥離し、その

空間に内層の空気が接合面を通過して進入し、膨ら

んでいる状況と考えられる。一旦、空気道のできた

接合面は、内圧の作用で更に広がる可能性がある。 

点検の方法として、外層ゴムの凸状膨れのケ－ス

では、膨らみを外観で確認の上、その位置や大きさ

（範囲、高さ）を記録し、症状の進行を把握するた

め定期的な計測・記録による傾向管理を行う。位置

や範囲の記録に際し、ゴムでも消え難いマーカー

チョークで現物に直接印を付けるとよい。 

また、丘状膨れの場合は膨らみの高さが低く、外

観での範囲特定が難しいことがある。その場合は点

検ハンマによる打音により、範囲を特定する。点検

者が変わると判定が一定とならない恐れがあるので、

同一人物で行うことが望ましい。何れもフィン取付

根元付近に発生することが多いので、この場所は要

注意である。特に、進行が早まる場合は、速やかな

表層ゴム切取調査を行い、内部の状況確認を行う必

要がある。なお、以上のケ－スは程度にもよるが全

て補修対象とすべきである。 

2）  内部剥離検知手法の検討 

前項では注意すべき損傷の点検について記載した

が、この他に外観では影響範囲の特定が困難な膨れ

のケ－スや堰内部でなければ把握できない内層から

の内部剥離のケ－スがある。これらの把握が最重要

でありながら、未だ十分な点検手法が確立されてい

ない状況にある。そこで、新たな検知手法を試行し、

その適用可能性を調査した。 

a) 赤外線サ－モグラフィ 

赤外線サ－モグラフィは、物体から放射される

赤外線を検知し、リアルタイムかつ非接触で面的

に対象物の温度分布を簡易に計測・記録できる。

使用したサ－モグラフィ－の外観を写真－4.1 に、

主要諸元を表－4.1 に示す。 

 
写真－4.1 赤外線サ－モグラフィ－ 

表－4.1 主要諸元 

 

検討方法は、過去に凸状膨れを起こし、ゴム層

のはく離が分かっている箇所を選定して、表面に

水を散布して、正常な部分とはく離を起こした部

分の温度差が生じるかどうかを確認することで

行った。測定は日中に行い、測定開始時点の気温

27.5℃、表面温度は45.0℃であった。 

本装置によるゴム袋体凸状膨れ熱画像計測事例

の可視画像を写真－4.2 に、熱画像を写真－4.3 に

示す。 

 

写真－4.2 ゴム袋体膨れ部の可視画像 

 

写真－4.3 ゴム袋体膨れ部の熱画像 

項　　目 仕　　　様
熱画像画素数 １６０×２４０ピクセル
温度分解能 ０．０５℃以下
赤外線測定波長 ８～１４μm
測定精度　 ±２℃
測定範囲 －３０℃～１００℃

20cm 

高温空気層 



水を散布すると、気化熱の作用で、空隙が生じて

いる剥離部と空隙のない正常部に温度差が生じ、

内部空隙有無の判定がある程度可能であることを

確認した。但し、本手法は現場の気温、湿度、天

候状況と水分散布量のバランスや計測タイミング

により適正な判定ができないことがあり、課題で

ある。 

b） 打音解析装置 

タイル剥離やコンクリ－ト損傷の検知に対象物

への打撃反射音を利用して診断する検査装置があ

る。この装置が材料特性の異なるゴム袋体へ転用

できないか検討した。 

タイルなどの材料に比較し、ゴムのような材料

は反射音の周波数が低く減衰も大きい。このため

ゴム材料にも適用できるように調整した打音解析

装置を試作した（写真－4.4、表－4.2）。この装置

の適用性を確認するため、積層ゴム内部の異なる

位置に人工的にはく離箇所を設けたゴム袋体内部

剥離モデル（試験供試体 写真－3.5）を用いて剥

離層位置判別実験を行った。 

図－4.1 に示すように、打音によるマイク集音

時間波形の特徴（ピーク値の差異）から、剥離層

の位置判定がある程度可能であることを確認して

いる。但し、打音部（内部に打棒と集音マイクを

装備）の対象物への当て方により、出力波形が異

なる場合があり波形データの再現性、信頼性に改

善の予知がある。 

 
      写真－4.4  打音解析装置 

 

表－4.2 打音解析装置主要諸元  

 

 

写真－4.5 試験供試体（ゴム袋体剥離再現ﾓﾃﾞﾙ） 

 

 

図－4.1 打音マイク集音時間波形 

 

3) 状態監視保全の提案 

ゴム堰における損傷等の殆どはゴム袋体に起因す

るものである。ゴム袋体は様々な環境の下で長年に

渡り使用されると劣化が進行して、当初の品質が低

下する。品質の低下は、製造方法や設置環境、使用

状況などにより異なり、一様に決められるものでは

ない。損傷や剥離が補強繊維まで及ぶとゴム堰の強

度そのものに影響し、致命的なレベルに発展する場

合がある。一方、その場合の現場補修について、強

度回復は見込めず、その進行を止める又は遅延させ

るためのものである。従って、初期段階において異

常を早期発見し、速やかに補修することで、補強繊

維への波及を食い止めることが肝心である。このた

めには、状態監視保全が有効である。状態監視保全

は、常時稼働の大型プラントに多く導入されていて、

機械状態の常時監視によるリアルタイムな保全スタ

イルであり、異常発見が遅延なく行える。状態監視

保全は、設備規模にもよるが、一般に応分の手間と

費用を要するが、ここではゴム堰に適用すべき状態

監視手法を提案する。 



a) 袋体接合部標点管理 

ゴム袋体の損傷は、接合部に発生した場合、深

刻な破損に発展するものも少なくない。この点を

踏まえ接合部の異常をいち早く察知するための簡

易手法として標点管理を提案する。 

標点管理はゴム袋体の表面にマ－カ－を設置し、

マーカー間の間隔（長さ）を定期的に計測して接

合部の変化を把握するものである。マ－カ－は、

縦継ぎ、横継ぎなどの接合方法を踏まえ、接合部

毎に接合部を隔てた位置に設置するものとし、ゴ

ム袋体に悪影響のないものとする。また、標点間

の寸法計測は誤差を防ぐため一定条件（内部圧力、

外気温など）下で行うものとする。標点マ－カ－

設置方法を図－4.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.2 標点マ－カ－設置方法 

b) 袋体損耗レベル標本管理 

土砂流入が多く、ゴム袋体の損耗が著しい現場

での袋体全体の損耗レベル管理は、幾つかの損耗

監視エリアを標本として設定し、これらを全体の

代表として管理する手法が有効と考えられる。 

監視エリアは上流部の左岸側、中央部、右岸側

を基本とするが、特に損耗度に偏りがある場合は、

損耗度の高いエリアを重点に設定する（図－4.3）。 

設定エリア枠は、袋体の規模にもよるが１ｍ四

方程度を想定し、その中に20cm程度の格子を設け

格子単位で損耗レベルや分布を監視する。損耗レ

ベルは、ゴム袋体の形態により異なり、形態に応

じた損耗管理基準の設定が必要となるが、レベル

設定は補強繊維に達するまでを基本とする。なお、

表－4.3 に損耗管理基準設定例を、図－4.4 に損耗

度数分布図の作成例を示す。 

c) 袋体品質の傾向管理 

ゴム袋体は長年の使用により劣化が進行し当初

の品質の低下は避けられない。また、品質低下は、

製造方法や設置環境、使用状況などにより異なり、

一様に決められないことは前述のとおりである。

以上のことから、対象のゴム堰で使用しているゴ

ム引布が当該設置環境においてどの程度の品質低

下がみられるかを把握するためには、同様の材料

供試体を設置現場に暴露し、その材料を使用した

定期的な性状評価試験を行うことが有効である。

この評価結果を傾向管理することで、現物の品質

の低下傾向が予測できる。性状評価は、基本的に

は引張強度が考えられるが、接合部の剥離を意識

した剪断剥離試験や引剥がし試験が重要である。

暴露供試体は標準部と接合部の２種類を用意する

ものとし、太陽光やオゾンの影響による劣化を想

定した気中暴露（写真－4.6）、水分浸透による劣

化を想定した浸水暴露（写真－4.7）の２パターン

を基本とする。供試体の暴露は、堰を設置した時

点から開始すべきであり、堰の更新（40年）まで

継続できる量をストックしておくことが望ましい。 

表－4.3 摩耗管理基準設定例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.3 損耗監視エリア設定例 

 

 

図－4.4 損耗度数分布図 

上流部 

標本ｴﾘｱ 

右岸側 左岸側 



評価試験の実施タイミングは、これまでの損傷の

実績から設置年、10年目、以降5年毎を基本とす

るが、特段の異常が生じた場合は都度行うものと

する。また、特に夏季において越流の割合が低く、

袋体堤頂部が気中に絶えず露出し、かつ気温の高

い地域の堰については、袋体の表面温度や気温を

測定し、傾向管理することが望ましい。南部の地

域では袋体表面温度が 70℃に達する事例もあり、

極端な温度上昇がゴム性状に与える影響は無視で

きないレベルとなる。 

 

写真－4.6 気中暴露事例 

 

写真－4.7 浸水暴露事例 

d） 稼働状況の傾向管理 

ゴム堰の万が一のトラブルに備え、日頃から堰

の稼働状況を把握し、記録しておく必要がある。

稼働履歴は異常の原因特定や予防に重要な役割を

果たすことから、以下の主な管理項目に基づき月

報等を作成の上、年報として整理しておくとよい。 

・越流状況（各号機の日数） 

・倒伏状況（各号機の日数） 

・堰内圧状況（各号機の圧力値 kg/mm2、Pa） 

・給気装置稼働状況（起動回数、稼働時間） 

越流状況では、袋体が気中環境と浸水環境のど

ちらの影響が大きいかの傾向が把握できる。倒伏

状況では、その頻度により、袋体折り畳みによる

繰返し応力負担の度合いが推定できる他、各号機

の頻度の偏りが把握できる。堰内圧や給気装置稼

働状況から空気漏れなどの異常兆候が推定可能と

なる。 

4） 点検し易いゴム堰設備の提案 

ゴム袋体の維持管理では、損傷等異常の早期発見

と補修等の速やかな措置が重要であるが、そのため

には細やかな点検が必要不可欠である。しかし、現

状のゴム堰は必ずしも点検し易い設備とは言えない

面があることから、点検者の安全確保の観点も踏ま

え装備すべき施設構造、機能について提案する。 

提案の中には、当初の設計段階から考慮しておくべ

きものや設置後でも対応が可能なものがあるので、

現場の状況を踏まえ可能な限り対応することが望ま

しい。 

a） 堤内への点検進入が可能な構造 

大型の一部のものでは既に人の進入が可能な施

設は設置されており、実績もあるが多くのものは

未対応となっている。これまでのゴム袋体損傷の

実績から、内層ゴムからの剥離事例が致命的なレ

ベルとなり、堰の更新に至ったケースを踏まえる

と堰内部の内層ゴムの点検は必要であり、人の進

入が可能な堰高規模となる堰については、設計段

階で考慮すべきである。堰内への進入は、堰の岸

部に点検坑を有するタイプや施設建屋階段より進

入できるものもある。点検口は点検機材（堤頂部

点検のための脚立など）の搬入が可能なスペース

を確保する必要がある。点検者の進入は堰側面堰

柱部に設置される調圧室からとなり、点検者が進

入する場合は徐々に堰内の圧力まで高め、退去時

は徐々に地上の気圧まで減圧する必要があるので、

保安上この設備は必須となる。 

b） 堤頂部親綱留具の設置 

ゴム袋体の点検では、袋体堤頂部に点検者が

載って行うが、その際は転落防止のため径間方向

に親綱を張る必要がある。多くの設備には堰両端

に親綱を留めるための金具等がないことから、堰

柱等への留具や支柱の設置を実施すべきである。 

c） 堤頂部滑止め措置 

袋体の点検については保安上、堤頂部の滑止め

は必要である。一部のゴムメ－カ－のものではラ

フトップ加工により滑止め機能を有しているもの

もあるが、その他には余りみられないことから、

点検者が歩く最小限のエリアだけでも同様の措置

又は、類似機能の追加装備を検討すべきである。 

d） 堤頂部昇降器具の装備 

袋体の点検では、堰柱から下方の堰堤頂部に渡



る必要があるが、その際、点検者は点検器具を抱

え、落差のある急傾斜のボルト留具伝いに降りて

いく必要があり、転落の危険を伴うことから、こ

の箇所に転落防止のための手摺りや足掛け、歩板

など何らかの装備を検討すべきである。なお、装

備は設置型、着脱型のどちらでも構わない。 

4．2 補修方法 

ゴム袋体に損傷等が発生した場合は補修を検討す

るが、補修は異常の早期発見、早期対応が基本であ

る。現場補修では、設置当初と同等の品質まで回復

させることは難しく、進行の停止又は遅延効果によ

る延命化が目標となる。また、現場での補修作業で

は施工管理が重要であり、不十分な場合は、不良施

工を招き短期間で再剥離するなどの事例も発生して

いることから、施工管理を怠らないことが品質確保

の肝となる。 

1)  補修開始のタイミング 

異常の早期発見、早期補修の基本を踏まえ、損耗

等の補修は表－4.3△２に相当するレベルに達した

場合、補修の検討を行うべきである。この時点で進

行予防策を講じておけば、補強繊維まで達するケ－

スを大幅に抑えられる。 

2） 補修工法 

補修は予防補修を基本とするが、老朽化や厳しい

現場条件などにより損傷が急激に進行する場合もあ

るので、損傷の程度に応じ適切な工法を選択し、速

やかに補修するべきである。但し、確実な補修を行

うためには堰周りをドライ状態（土のう等で川を堰

き止め流域から堰を隔離）にする必要があり、稼働

シーズン中には困難な場合もあることから、その場

合は当面の応急対策を検討する。また、補強繊維ま

で達するような場合は、工法の選択を誤ると致命的

なレベルまで進行する恐れがあるので、慎重な検討

が必要である。なお、表－4.4 に補修工法と適用損

傷について整理した事例を示す。 

3) 現場補修の施工・品質管理 

現場補修において、施工・品質管理は重要であり、

特にパッチ当て作業では、これを怠ると再剥離の要

因となるので、これを徹底すべきである。また、以

降の施工上のトラブルへの対処のため施工・品質管

理記録は保管しておく必要がある。現場補修は、大

きくは応急対策と恒久対策に分かれる。応急対策は

シーズン中などのため堰倒伏が困難な場合で、堰が

起立状態かつ一定水位における作業の想定が必要と

なる。恒久対策は、可能な限りドライ状態を確保し、

足場などを設置するなど一定期間の作業ができる環

境を確保する。なお、下記の項目について、施工・

品質管理を行い、管理簿や写真で記録を残すものと

する。 

① 施工環境 

天候、気温、湿度、堰の起伏、内圧 

② 使用材料 

使用ゴム種類、寸法、数量、接着剤の種類・

量 

③ 使用機材 

サンダ－（砥石＃）、赤外線ヒ－タ、圧着用

ローラ、締結具 

④ 施工管理簿 

施工工程、作業時間、作業者、材料温度 

トルク実測値（締結器具の場合） 

⑤ 工程・品質管理写真 

損傷部の状況 

（位置、影響範囲、大きさ、深さ） 

使用材料・使用機材の状況 

（現物、寸法、数量） 

損傷部の清掃状況、低温時防寒養生 

目荒らし等表面処理、角落等端部処理状況 

接着剤塗布、乾燥状況 

補修材料貼付状況（位置、重ね合わせ） 

施工温度管理状況、圧着ロ－ラ－掛け 

4) 補修履歴 

補修履歴は、以降のゴム堰の補修計画や維持管理

に有用で、万が一補修上のトラブルが発生した場合

にも過去の検証が可能となる。 

また、過去の補修実績を反映した維持管理計画の

作成が可能となる。 

4．3 更新 

更新は基本的に以下の場合が適用対象と考えられ

る。 

①補修が困難で堰としての機能を満足できない。 

②補修の方がコスト的に不利となる。 

③補修の信頼性が十分担保できない。 

ゴム袋体の強度は 40 年程度の耐久性を有してい

るとしているが、その施設の現場環境、使用条件等

によりゴム袋体へのダメ－ジは異なり、耐久年数満

了前の更新事例もあるので、堰の状態を十分把握の

上、総合的かつ慎重に検討すべきである。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表－4.4  補修工法と適用損傷



5．設備の効果的な運用方法 

5．1 運用方法 

ゴム堰は、長期間の使用により老朽化して品質が

低下することは避けられない。また、現場補修によ

る袋体全体の機能回復は困難であり、部分補修によ

る局所的な劣化進行の停止や遅延を行える程度であ

る。 

近年、老朽化が顕著なゴム堰には、様々な損傷等

の異常が多く発生しているが、更新が必要となって

も直ぐには調達できないことから、危機回避措置と

して運用面での袋体保護を真剣に行うべき時期にき

ている。取組みの基本スタンスとして、「袋体に優し

い運用」を心掛け、設備の劣化遅延（延命化）を目

指す必要がある。 

1)  内圧の低減 

ゴム袋体への損傷等重大な欠陥やその補修時など

内圧がゴム袋体に悪影響を及ぼすケ－スでは、緊急

避難措置として規定の内圧をＶノッチ（写真－5.1）

が発生しない程度まで下げるという選択枝も想定し

ておく必要がある。 但し、取水等堰としての機能

確保が最優先されるべきである。 

希に流れによる堰の異常振動（写真－5.2）が発生

する場合がある。フィンはこの現象の発生を抑制す

る目的で設置されるが、装備があっても現象が発生

するケースがみられる。また、最近ではこのフィン

部は折返し構造がネックとなり、剥離などの異常を

引起こすケースも確認されており、デメリットとな

る恐れもある。この異常振動は、ゴム袋体に対し強

度的なダメージを与えることとなるので、早期に内

圧低減策を試行する。この措置により振動低減効果

がみられる場合は、当面の間、その状態で暫定運用

を行う。通常、流れは絶えず変化するので、異常振

動が長期間継続することは考え難いので、タイミン

グを見計らって昇圧し、振動の状況を見ながら通常

圧力に戻す措置をとる。なお、この方策では根本原

因を排除していないので、断続的に発生することは

否めない。そこで、発生頻度が高く問題となる場合

は恒久対策を検討する。 

 

 

写真－5.1 Ｖノッチ発生状況 

 

写真－5.2 流れによる異常振動 

 

2）倒伏頻度の各号機分散化 

倒伏頻度が比較的高く、複数門の設置がある堰は、

倒伏号機の頻度の偏りを平準化し、頻度の分散化を

図ることで、袋体折畳みによる繰り返し応力の負担

軽減が期待できるので、堰の施設管理規程に抵触し

ない範囲内での運用を検討すべきである。 

3) 堆積土砂の排除 

土砂流入の多い設置現場では、特に定期的な土砂

排除作業を行う必要がある。これを怠ると土砂が堰

側面に堆積し、堰外面を圧迫することで局部的な荷

重による想定外の張力が発生し、その結果ゴムの劣

化を助長する可能性がある（写真－5.3）。 

 

写真－5.3 流入土砂堆積による変形（堰内部） 

土砂排除は、堰の起立、倒伏動作を繰返すこと（＝

フラッユシュ操作）で、ある程度可能であるが、袋

体の負担となることや必ずしも十分な排除が期待で

きないこと、土砂堆積量が多く流速が十分でない場

合には倒伏したゴム袋体の上に土砂が堆積してしま

い起立不可能となる場合もあることから、重機によ

る土砂排除を検討すべきである。この場合は、作業

機による袋体の損傷を招く恐れがあるので、目印の

設置や誘導者を置くなど接触を防ぐ措置を徹底する

必要がある。なお、堰設置当初から想定重機の搬入

路の整備を検討しておくべきである。 

4） 重大故障発生時の危機管理 

日頃から保守点検を行っていても、老朽化の進行

が突発的かつ重大な故障を引起こす可能性を高める

ので、万が一を想定した危機管理が益々重要となる。

土砂による 

偏荷重 



例えば、複数門の堰のうちの１門が突然破断し機能

停止した場合、いかなる措置を取るべきかについて、

日頃からシミュレ－ションしておく必要がある。シ

ミュレ－ションは、関係者への連絡体制や下流への

影響、出水時の操作方法などを想定すべきである。 

5．2 長期運用に資する提案 

袋体に優しい運用に心掛け、設備の劣化遅延（延

命化）方策について検討してきたが、設備設置後の

現場運用では限界もあることから、設計の段階で対

応しておくべき点について提案する。 

1） 接合部 

袋体において、接合部は強度的な弱点となる可能

性が高いことから箇所や延長を極力少なくすべきで

ある。継ぎ方については、損傷等発生の実績から径

間方向の横継ぎではなく周方向の縦継ぎが望ましい。

接合部の位置は、両端の屈曲部（写真－5.4）以外の

位置が望ましい。屈曲部は変形による応力集中が発

生し、弱点となる接合部と重なると強度低下を助長

することになるので、避けるべきである。 

2)  袋体保護 

袋体両端の屈曲部は、応力集中と繰返し応力によ

る負担を強いられることから、材料強化のため、補

強材を組入れておくことが望ましい。 

ゴム袋体の切断面がむき出しの場合、そこから降

雨や流水が浸潤し、補強繊維の劣化を招く恐れがあ

ることから、この切断面を防水保護剤で完全に被覆

することで延命化を図ることが望ましい 

（写真－5.5、5.6）。 

 

 

写真－5.4 堰両端屈曲部 

 

 

写真－5.5 ゴム袋体切断面（防水保護材なし） 

 

写真－5.6 ゴム袋体切断面（防水保護材あり） 

 

6. まとめ 

本研究では、各施設の実態調査を踏まえ、ゴム引

布の長期性能評価手法、効果的な損傷の点検・補修・

運用方法について検討を行い、以下の現状分析結果

を得ると共に、新たな提案を行った。 

1） ゴム堰の老朽化に伴うトラブルの大半は、ゴム

袋体の損傷等であり、特に補強繊維に達する損

傷や接合部剥離では致命的な欠陥に進展する恐

れがあるので、このレベルでは早期補修を実施

する必要がある。点検は以上の損傷等の進行レ

ベルの見極めが重要となるが、それ以前に予防

保全（早期発見、早期補修）による損傷等の進

行阻止を最優先とする。 

2） 複合材であるゴム引布の内部応力を把握するた

め、線形解析モデルによる FEM プログラムを構

築し、実験との比較検証解析の結果、開発した

FEM モデルは剛性が高く出るものの、部材の応

力場・変形の傾向を示すことができた。 

接合部のゴムに大きな応力集中が確認され、こ

の応力集中の発生は、ゴム引布のせん断はく離

型破壊の要因となると考えられる。 

温度が上昇しクリープや経年劣化が加わった際

に、繊維だけでなくゴムの破壊の可能性も高く

なることが示唆された。 



3） 供用中の CR 製と EPDM 製ゴム堰のゴム部に対

して赤外分光分析を用いた経年劣化の解析を検

討した。両者とも熱や紫外線などに対する耐久

性は高いが、供用開始から 28 年が経過した CR

には劣化の兆候が示された。 

劣化の指標となるカルボニル基群のピーク増大

や添加剤と思われるピーク減少が劣化の診断に

寄与できる可能性がある。 

促進劣化と供用中のゴムについて上記の相関に

ついて詳細に分析することが耐久性評価を高度

化するために必要である。 

4） 致命的な欠陥に進展する恐れのある内部剥離は、

外観検査が困難で、かつ対応する検査装置もな

い状況である。非破壊の損傷検知装置が求めら

れていることから、赤外線サーモグラフィ、打

音解析装置による適応性を調査した結果、検知

可能であることを確認した。実用化に向けては

いくつかの課題があるので、更なる取組みが必

要である。 

5)  ゴム堰の実態調査により損傷種別分類を実施し、

この結果に基づく点検手法や損傷評価手法、損

傷度に応じた適用すべき補修方法、現場補修時 

の施工管理・品質管理項目などについて提案を

行った。 

6)  ゴム堰の維持管理には、状態監視保全の活用が

有効であることから、ゴム堰特有の監視項目に

ついて提案を行った。施設運用では堰の延命化

に貢献するゴム袋体に優しい運用を心掛け取組

むべきであり、その具体的手法について提案を

行った。 
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